
3.交付先の公益法人の名称 社団法人全国老人保健施設協会

8,228 千円(A)

316 千円

0 千円

(3) その他の管理費

0 千円

0 千円

0 千円

316 千円

6.外部への支出

(1)  外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出先

委託業者 3,630 千円

千円

3,630 千円(B)

(2)   (1)以外の支出

支出先

委員、講師 79 千円

委員、講師等 1,337 千円

事務用品費納入業者 93 千円

会議費 業者 9 千円

印刷業者 2,114 千円

雑役務費 業者 170 千円

発送業者、郵政公社 411 千円

貸室業者 70 千円

4,283 千円

7.  その他

千円

千円

千円

8.  再補助・再委託の割合 44.1% %(B/A)

合           計

内             容

調査集計委託

金      額

金      額

合           計

金      額

通信運搬費

賃借料

合           計

諸謝金

旅費

(1) 人件費

(2) 一般管理費

支出内容

支出内容

消耗品費

印刷製本費

合           計

内             容

5. 補助金等における管理費

(1) 目的

(2) 具体的な内容 外国人スタッフ雇用に関する課題点の調査研究事業

金      額

合           計

老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）

平成平成平成平成21212121年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書
社団法人全国老人保健施設協会

2.事業の目的及び内容

1.補助金等の名称

介護労働の現場での人材確保は喫緊の課題となっている。当会においては、ス
タッフ雇用問題対策委員会を設置し、リハビリテーション専門職や介護福祉士を養
成する学校の生徒や職員を対象とした老健施設を紹介するパンフレットを作成す
るとともに、インターネットや携帯電話を利用した求人情報サイトのたちあげ、ま
た、「実践型人材養成システム普及のモデル事業」の実施等、人材確保、育成事
業に取り組んでいる。
しかしながら、介護労働者の離職率は高く、なおかつ、少子高齢化は現在もなお
進行しており、近い将来の生産労働人口の減少も相まって、長期的視点に立って
も、介護労働現場での外国人スタッフの雇用が避けられないのは確実視されてい
る。
外国人スタッフを介護労働者として、日本国において受け入れた際には、想定され
ない事態の発生や様々な課題が発生されることが予想される。
また、外国人スタッフにとっても、制度的にも文化的にも本国とは違う環境での就
労は、メンタルな問題や失踪につながってしまうような深刻な課題を抱える可能性
がある。
本研究では、外国人スタッフの受け入れについて、会員施設が受け入れた際に発
生するであろう諸課題を把握、整理するとともに、併せて外国人スタッフへのOJT
のあり方を検討し外国人スタッフ受入れに資することを目的とする。

4. 交付実績額


